
事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 

作成日：平成 20 年 10 月 1 日 

担当部・課：人間開発部母子保健課 

1. 案件名：パレスチナ母子保健リプロダクティブヘルス向上プロジェクトフェーズ 2 

２．協力概要 

（１） プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述： 

本プロジェクトは、2005 年より 3 年間にわたり実施された「母子保健に焦点を当てたリプロ

ダクティブヘルス向上プロジェクト」（第１フェーズ）の成果を基に、第 1 フェーズで導入され

た母子健康手帳の定着と自主財源化を目指した活動を支援するものである。また、特に一次医療

レベルでの医療技術研修を通じ、サービスの質の改善を行うことを軸とする母子保健リプロダク

ティブヘルス(RH※注１)サービス強化を行い、母子健康手帳の導入とサービス向上の相乗効果によ

り母子保健の向上を図る。さらに、サービスを提供する母子保健センター等と計画を行う保健庁

との協力により、問題解決体制の強化などを中心とするマネジメント能力の強化を行うことと、

第1フェーズではパイロット地区に限定して実施した地域展開型母子保健RH事業を質的面的に拡

大することにより、母子保健 RH サービスが持続的に改善される仕組みづくりを支援する。 

＊注１：リプロダクティブヘルス（Reproductive Health）の略。以下同様。 

（２） 協力期間：2008 年 11 月～2012 年 10 月（4年間）（予定）   

（３） 協力総額（日本側）：約 3.7 億円（概算） 

（４） 協力相手先機関：保健庁プライマリーヘルスケア公衆衛生（PHC・PH）局、保健庁女性の

健康と開発局、計画庁、等    

（５） 国内協力機関：NPO 法人 HANDS(Health and Development Services) 等 

（６） 裨益対象者及び規模、等 

直接裨益者：リプロダクティブヘルス年齢の女性（90 万人）、5 歳以下の子ども（70 万人）及び

その家族（230 万人）（計 390 万人） 

間接裨益者：保健庁本庁母子保健関係者（50 人）、県保健局母子保健関係者（50 人）、母子保健セ

ンター医師（600 人）、母子保健センター看護スタッフ（1000 人）（計 1700 人） 

 

３．協力の必要性・位置付け 

（１） 現状及び問題点 

パレスチナ自治区では、イスラエル政府による長期にわたる占領、分離政策の影響により、域

内移住や難民が多数発生している。人口は約 390 万人、うち 170 万人が難民として登録され、人

口の 65％は貧困線（2USD/日）未満の生活をしている(2006 年 保健庁)。パレスチナ保健医療シス

テムは、自治権が委譲された 1994 年以降、イスラエル政府によって統括されていたシステムと人

事を引き継いだ形となっており、一定以上の保健医療水準があるものの、紛争の影響等による多

数の制限や課題を抱えている。初婚年齢は低く（女性 19 歳、男性 23.6 歳）（2003 年保健庁）、合

計特殊出生率は 4.6、人口増加率は年 3.3％（2006 年 保健庁)）と高い。妊産婦死亡率（以下、「MMR」）

は保健庁発表では 10 万対 6.2、乳幼児死亡率 1000 対 15.7、5 歳未満乳幼児死亡率は 1000 対 19.1

（2006 年 保健庁）であるが、実態を反映した数値と見なされておらず、保健庁は MMR 見直しの
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ための調査報告制度の改善対策を実施中である。妊婦の 35.7％、生後 9ヶ月以下の乳児の 40％に

貧血がある（2006 保健庁）など、貧困による母子保健への影響が指摘される。一方、分離壁や外

出禁止令が女性の行動を阻害し、母子保健に深刻な影響を与えていることも推測される。(西岸地

区の検問所は、2005 年の 472 箇所から 2008 年には 580 箇所に増加している。) 

パレスチナ自治区には 653 の母子保健センターがあり、413 は保健庁施設、53 は UNRWA 施設、

187 は NGO の施設である。そのうち、西岸では 242 の保健庁母子保健センターと 39 の UNRWA クリ

ニック、その他 50 箇所あまりの NGO クリニック、および民間セクターなどによって母子保健 RH

サービスが供給されている。パレスチナ保健セクター全般および母子保健 RH サービスには以下の

点が対応すべき課題として挙げられる。 

【保健セクター全般の課題】 

１） 保健セクターを担う複数の機関（保健庁、国連パレスチナ難民救済事業機関（以下、「UNRWA」）、

NGO、軍、民間）による連携強化を図り、医療機関の枠を超えたサービスの統合化を推進す

ること。また保健庁が保健セクター全体を統括する合理的な保健医療システムとすること。

２） 保健庁本庁と県保健局における調整、監督、評価機能の組織的能力を強化すること。 

３） ドナーに依存した保健財政の改革を行うこと。  

４） 中長期的戦略に基づいた保健人材の確保および配置。 

５） 計画や政策決定に保健医療情報を十分に活用するための保健情報システムの強化。 

６） 急激な人口増加、貧困、質の高い保健医療サービスを望む住民側の需要の拡大に対応するた

め、保健医療サービスを量的質的に拡大すること。 

７） 感染症に加え慢性疾患対策も課題となる疫学転換期の二重疾病構造への対策、紛争の影響な

どによる心理精神疾患対策（特に乳幼児、青少年の PTSD 対策）、元来地域に多発している先

天性奇形に加え紛争による傷害が重なったことで極端に症例の多い障害者への対策、など、

疾病傷害に対応すること。 

８） 国内医療機関にて三次医療サービスを提供するための施設、人材の強化。現状では、高度医

療が必要な患者は、保健庁予算にて隣国へ搬送しているため、保健財政を圧迫している。 

９）  医療サービス提供者のモチベーションを高めること。特に保健庁において、外国への移住、

低賃金、現行の非能率的インセンティブシステムなどの理由により、保健人材の不足やスタ

ッフのモチベーション低下が深刻化している。 

１０） 移動制限による患者、医療サービス提供者、双方の保健医療サービスへのアクセスに対

する阻害を打開すること。 

【母子保健 RH の課題】 

１）末端医療従事者である一般医師、助産師、看護師の再訓練。産前・産後、出産、新生児、

乳幼児のケアにつき、医療技術やコミュニケーション能力などの技術研修が必要。特に一般

医師による超音波検査、ハイリスク妊娠のスクリーニングが課題。 

２）産前産後健診の重要性について母親の意識は高く、90％以上の妊婦が WHO で推奨される 4

回以上の産前健診を受けている。また予防接種率も高いが（MMR84％、OPV97％）、保健庁施

設での乳児健診の受診率は、52.1%に留まっている（2006 年 保健庁）。特にほぼ全ての予

防接種が完了する 18 か月以降の乳幼児健診の受診率が低いことが指摘されている。 
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【母子保健 RH マネジメント・環境的課題】 

１）財政難、人員不足、その他モニタリングのための基礎インフラ（電話、FAX、保健情報シス

テム（HIS））の未整備、また、移動制限や公共交通機関の麻痺などのため、保健庁スタッフ

による母子保健センターの巡回指導が困難。また、県ごとの状況にばらつきがあるため、適

切なモニタリングとスーパービジョンの実施基準やガイドラインの設定も困難である。 

２） 母子保健センターの施設の問題。劣悪な条件のセンターでは、診療のためのプライバシー

や衛生、基本的な機材が確保されていない。 

かかる状況に鑑み、パレスチナ自治政府（以下、「「パ」自治政府」）は日本政府に対し技術協力

プロジェクトの実施を要請し、わが国は「母子保健に焦点を当てたリプロダクティブヘルス向上

プロジェクト」（2005 年 8 月～2008 年 7 月）を実施した。 

第 1 フェーズプロジェクトでは、アラビア語初の母子健康手帳の作成、普及を通じて保健庁、

国連機関、NGO のパートナーシップが強化された結果、「パ」自治区全域の母子保健サービスが医

療機関の枠を超えて統一化された。手帳の導入後は、妊娠出産、乳幼児の医療処置の記録が一元

化されて手帳に記載されるようになったため、複数医療機関間でも継続ケアが可能となった。母

子健康手帳は、また、母親、地域住民と保健医療従事者との間のコミュニケーションを促し、住

民自身が自ら母子保健向上のための行動を起こせるというエンパワメントを促進した。 

2008 年 5 月に実施された終了時評価では、「パ」自治政府の政治・社会情勢が悪化するなか概

ね初期の成果を達成したこと、「パ」自治区全域における母子保健サービスの向上に向けて長期的

展望に立った支援が必要であることが確認された。母子健康手帳の作成、普及だけでは、母子保

健の改善には至らないことは自明であり、今後の課題として、以下の７点が終了時評価調査団よ

り提言されている。 

１） 母子健康手帳を活用した母子保健 RH サービスの全国展開の推進（病院、民間施設も巻き

込む。ガザ・西岸の紐帯を堅持。僻地対策） 

２） 母子健康手帳と同手帳を活用した母子保健 RH サービスの持続可能性の確保（特に「パ」

自治政府の長期コミットメント） 

３） 国連機関等との協働の継続（日本のみでは全国展開も持続可能性の確保も不可能） 

４） ジェリコ地域開発プログラムに含まれる他の JICA プロジェクトとの相乗効果の確保（ジ

ェリコ） 

５） より脆弱な人々にプロジェクトの裨益効果が届く支援の工夫（未熟児、障害者、非識字者・

遊牧民） 

６） 長期的展望に立った支援（日パ関係の資産、単なるプロジェクトを超え目に見える社会変

革に繋がりつつある現状、周辺諸国への展開可能性を考慮） 

７） 紛争地域にて脆弱な母子に焦点を当て母子の保護とエンパワメントを図る「人間の安全保障」を

具現化したプロジェクトとして、そのインパクトを長期に亘って実証調査および研究すること（人

間の安全保障を軸とした日本型 ODA の有効性を客観的に検証） 

そのような中、「パ」自治政府より、同プロジェクトで導入された母子健康手帳を定着・自主財

源化し、パイロット地区で改善された母子保健 RH サービスを質的・面的に拡大するためのフェー

ズ２プロジェクトが要請された。 
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（２） 相手国政府国家政策上の位置付け 

国家中期開発計画 2008－2011 では、ガバナンス、社会、経済、インフラの 4セクターにおける開

発目標が挙げられ、社会セクターの目標として、教育、保健、女性のエンパワメントなどが挙げ

られている。保健の開発目標としては１）生活、保健の質的向上、２）保健人材と保健財源の持

続性確保などが挙げられている。本プロジェクトの上位目標「女性と子どもの健康向上」は開発

目標１）に対応し、またプロジェクト目標「母子保健サービスが持続的に向上すること」は、開

発目標２）に対応している。  

国家保健戦略 2008-2010における戦略目標は以下の 5点 

１） 最大限の成果が出せる保健サービスの提供  

２） 保健財政の持続発展性の確保 

３） 保健サービスを提供するために適正な施設の整備 

４） 保健人材育成 

５） 効果的な保健政策、計画、管理 

戦略目標 1）の元には、サブ目標 1-4 として「地域保健、女性の健康、リプロダクティブヘル

スを含む包括的プライマリーヘルスサービスの提供」が掲げられており、本プロジェクトは本サ

ブ目標 1-4 に関連する活動および数値目標に資するものである。その他、戦略目標４）の元にあ

るサブ目標 4-3「健康教育および現任研修の基準改善」や、戦略目標５）の元にあるサブ目標 5-2

「保健庁による免許資格統制および調整能力強化」、5-5「保健庁外の保健医療ステークホルダー

間の連携および調整の強化」などにも間接的に寄与するもので、本プロジェクトは保健庁の保健

戦略に則したものである。 

 

（３） 我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置付け（プログラムにおける位置

付け） 

日本政府は、2005 年 1 月、パレスチナに対する援助方針として、（１）人道支援、（２）自治政

府改革支援、（３）信頼醸成、（４）経済自立支援、の４つを発表しているが、本プロジェクトは

その中の「（１）人道支援」に位置づけられる。JICA 国別事業実施計画においては、対パレスチ

ナ開発課題のひとつである「生活基盤の改善」に位置づけられており、重点課題の一つである。

また、本プロジェクトは妊産婦や乳幼児の健康改善を上位目標とするものであり、日本政府及び

JICA が重点を置いているミレニアム開発目標（MDGs）達成への貢献に直接的に資する案件である。

2006 年 7 月に小泉首相（当時）は、イスラエル、ヨルダンの連携のもと、パレスチナ経済の

自立を支援するために、ヨルダン渓谷地域での農産業団地の設立を含めた「平和と繁栄の回廊」

構想を提唱した。ヨルダン川西岸地域（ヨルダン渓谷地域）は、同構想の中でイスラエル～パレ

スチナ～ヨルダン～中東諸国を結ぶ回廊の交流部分に当たり、その地域の開発と安定は、中東和

平推進の中で重要な意味を包含するものである。このような状況に配慮し、JICA は、2006 年に

同地域における、2010 年までの開発フレーム・戦略を示す「ジェリコ地域開発プログラム」を策

定し、その中で提案された技術協力プロジェクト、開発調査を実施している。本プロジェクトは、

同プログラムの中でも、住民へ直接裨益する活動として重要な位置を占める。 
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４．協力の枠組み 

〔主な項目〕 

（１） 協力の目標（アウトカム） 

１）協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

【プロジェクト目標】 

パレスチナ自治区全域における母子保健リプロダクティブヘルス（RH）サービスが持続的に

改善される。 

【指標】（詳細についてはプロジェクト開始後のベースライン調査を経て設定する。） 

・ 乳幼児健診の受診者数の増加 

・ 保健庁が発行する保健年報（Annual Health Report）に、母子健康手帳の使用率に関する指

標が追加される 

・ 県保健局、中央保健庁による巡回指導にて発見した課題を解決するための方策が取られる 

・ 母子保健 RH スタッフの職務に対する満足感の上昇 

・ 母子保健 RH サービスに対する患者満足度の上昇 

 

２）協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

【上位目標】 

パレスチナ自治区全域における女性と子どもの健康が改善される。 

【指標】（詳細についてはプロジェクト開始後のベースライン調査を経て設定する。） 

・ 妊産婦死亡率の減少 

・ 乳児死亡率の減少 

・ 5 歳未満児死亡率の減少 

・ 貧血を有する妊婦、乳幼児の割合の減少 

・ 5 歳未満の低体重、消耗、発育阻害の子どもの割合の減少 

 

（２） 成果（アウトプット）と活動 

【成果１】母子保健センターにおける母子保健 RH サービスが向上する 

（指標）（詳細についてはプロジェクト開始後のベースライン調査を経て設定する。） 

・ 母子保健行政サービス向上のための現任技術研修を受講した母子保健 RH スタッフの数 

・ 研修を修了した母子保健 RH スタッフの知識、技術の向上 

・ 研修後に実施された母子保健 RH スタッフへのフォローアップ巡回指導 

・ 母子保健 RH サービス改善のために供与された機材の数 

・ プロジェクト作成の評定尺度による評価で、母子保健 RH サービスを適切に行っている県が XX

県から YY 県に増加 

（活動）  

1-1 一般医師、看護師、助産師を対象とした医療技術現職訓練をジェリコ、ラマラのパイロッ

ト地区母子保健センターにて実施する。（研修内容：産前産後ケア、乳幼児のケア、新生

児スクリーニング、超音波検査、ハイリスク妊娠のスクリーニング、成長モニタリングに
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関わる医療技術訓練） 

1-2 一般医師、看護師、助産師を対象とした医療技術現職訓練を中央・県レベルにて実施し、

全国医療従事者への共有を図る。 

1-3 全国から選抜された母子保健センターに対し基礎医療機材、事務機器が供与される。 

【成果２】パレスチナ全域の医療機関で母子健康手帳が持続的に活用される。 

（指標）詳細についてはプロジェクト開始後のベースライン調査を経て設定する。） 

・ 母子健康手帳の運営に関する国家調整機関の設立 

・ 母子健康手帳を用いた母子保健サービスを提供する母子保健センター、病院、個人開業医師

数の増加 

・ 保健庁、UNRWA、NGO から提出される月次報告をもとに、国家調整機関によって実施された母

子健康手帳の活用に関するモニタリングの数 

・ 国家調整機関によって策定された母子健康手帳と関連資料の改訂、印刷の年間計画 

・ 母子健康手帳が紹介された医学部、看護学校の件数 

・ 母子健康手帳の活用法に関する現地国内研修を受講した母子保健スタッフの数 

・ 母子健康手帳のマネジメントに関する本邦研修を受講した母子保健スタッフの数 

・ 国家調整機関により策定される、母子健康手帳と関連印刷物等を政府予算にて自立発展的に

印刷するための財政計画 

（活動） 

2-1 保健庁、国際機関、NGO、医師会の連携のもと母子健康手帳に関する計画、実施、評価を

行うため、母子健康手帳の運営に関する国家調整機関が設立される。 

2-2 母子健康手帳の活用のモニタリングが県レベル、中央レベルで定期的に実施される。 

2-3 保健庁、UNRWA、NGO から提出される月次報告をもとに、母子健康手帳の活用に関するモニ

タリングが、国家調整機関によって定期的に実施される。 

2-4 母子健康手帳とガイドラインが年間計画に従って改訂、印刷される。 

2-5 母子健康手帳と関係資料が医療施設に適切に配布される。 

2-6 病院、民間セクター、看護学校、医学部などで、母子健康手帳が定期的に紹介される。 

2-7 母子健康手帳の活用法に関する現職訓練が、ガイドラインを教材として、一次医療施設、

二次医療施設の母子保健スタッフを対象に実施される。 

2-8 本邦研修「母子健康手帳マネジメント」が実施される。（研修内容：母子健康手帳の印刷、

改訂、予算計画、母子健康手帳の用いた地域保健活動（母親学級、乳幼児健診、栄養教室

など）の運営、等。） 

2-9 母子健康手帳を自主財源にて定期的に印刷するための財政計画を作成する。 

 

【成果３】地域住民の母子保健 RH に関する意識が向上し、より多くの住民が母子保健サービスを

利用する。 

（指標）（詳細についてはプロジェクト開始後のベースライン調査を経て設定する。） 

・ 母子保健 RH 啓発とコミュニケーション技術の訓練を受けた健康教育者、看護師、ヘルスボラ

ンティアの総数 
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・ 保健庁、その他ステークホルダーを中心として実施された地域母子保健 RH 啓発活動の実施数

・ 地域啓発活動を通じた母子保健 RH、育児に関する住民の知識の上昇、積極的な態度 

・ 地域啓発活動の参加者で、母子保健 RH、育児について夫と話合う女性の増加 

・ 保健庁、NGO から構成される地域啓発執行委員会による、地域啓発活動の経験の報告 

（活動）（保健庁によるパレスチナ自治区全域を対象とした活動。但し前半はパイロット地区を主な対象とする。） 

3-1 母子保健 RH に関する啓発メッセージを選び、国家健康教育ヘルスプロモーション委員会

にて認定する。 

3-2 末端医療従事者や地域ボランティアに対する、健康教育、RH 啓発、BCC 戦略に関する技術

研修を実施する。 

3-3 訓練を受けた医療従事者やボランティアが、地域啓発活動を実施する。 

3-4 保健庁、国際機関、NGO、地域団体の協賛により、地域保健活動が実施される。（例、家庭

健康デー、無料診療デー、母の日記念行事など） 

3-5 アドボカシー、メディアを活用した全域での母子保健、リプロダクティブヘルス、母子健

康手帳の広報活動 

 

【成果 4】保健庁本庁と県保健局における調整、監督、評価機能の組織的能力が向上する。 

（指標）（詳細についてはプロジェクト開始後のベースライン調査を経て設定する。） 

・ 保健庁が実施する母子保健センターの巡回指導（モニタリング・スーパービジョン）の回数

の増加 

・ プロジェクト作成の評定尺度による評価で、モニタリングとスーパービジョンを適切に行っ

ている県が XX 県から YY 県に増加 

・ 母子健康手帳の継続的活用のインパクトを検証したレポート 

・ 関係省庁、地方自治体、他援助機関や住民に活動を報告する活動報告書 

・ 最終報告会の開催 

（活動）  

4-1 保健庁地域保健課（CHD）、保健情報センター（PHIC）などが中心となり、モニタリング・

スーパービジョンの現状分析、モニタリング・スーパービジョン向上のための活動計画を

作成する。（活動：母子保健センターに対するフィードバックシステム、保健スタッフの

志気向上、グループによるスーパービジョン体制、情報ネットワークの活性化、等） 

4-2 活動計画に従い、モニタリングとスーパービジョンを実施する。 

4-3 母子健康手帳を継続的に（妊娠期から乳幼児期まで）活用することのインパクトを検証し、

国内外の関係者と共有する。 

4-4 実施状況、教訓、提言などを関係省庁、地方自治体、他援助機関や住民にセミナー等によ

り報告する。 

 

（３） 投入（インプット） 

① 日本側（総額 3.7 億円） 

・ 専門家：チーフアドバイザー、業務調整、母子保健サービスマネジメント、母子保健・パ
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ートナーシップ調整、等 

・ 研修員受入：本邦研修（母子健康手帳マネジメント、母子健康政策）、第三国研修（RH 地

域経験共有セミナー（ヨルダン）） 

・ 供与機材：母子保健センターサービス強化のための資機材等 

・ 在外事業強化費：NGO 委託（男性、女性、青少年に対する啓発活動）等 

② 「パ」自治政府側 

・ カウンターパート配置：プロジェクト・ディレクター、プロジェクト・マネージャー 

・ カウンターパート人件費 

・ 合同調整委員会の設置と運営 

・ プロジェクトに必要な施設（専門家執務室等）の確保、車両及び資機材の提供 

・ プロジェクトに関する保健データや資料の提供 

 

（４） 外部要因（満たされるべき外部条件） 

・ 母子保健 RH の重要性が国家計画、政策の中で大きく変更されない。 

・ 国の治安状態が悪化しない。 

・ 住民の移動の制限が現状よりも悪化しない。 

・ 訓練を受けた保健庁行政官や母子保健センター・スタッフが継続して勤務する。 

５．評価 5項目による評価結果 

（１） 妥当性 

本プロジェクトは、以下のとおり、「パ」自治政府が掲げる保健政策や、パレスチナの地域的ニ

ーズと合致しており、本プロジェクトの妥当性は高いと判断できる。 

１）本課題に取り組むべき必要性： 

上記「3.（1）現状及び問題点」に記載のとおり、「パ」自治区においては、近年の紛争、移動

制限等の影響により、女性と子どもの健康状況が悪化している。母子健康手帳の活動に象徴さ

れるように、最も脆弱な母子の保護とエンパワメントを目指したプロジェクトの活動は、「人

間の安全保障」の観点からも最優先させるべき課題である。更に、将来的な紛争予防や平和構

築の観点からも上位目標として女性と子どもの健康改善を掲げることは適切である。 

２）上位計画との整合性： 

上記「3.（2）相手国政府国家政策上の位置付け」に記載のとおり、「パ」自治政府保健庁は、

優先課題として母子保健 RH の改善を掲げており、本プロジェクトは、保健庁が掲げている優

先課題に一致している。 

３）日本の援助方針との整合性： 

・ 上記「3.（3）我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置付け」に記載のとお

り、本プロジェクトは、日本政府の援助方針、JICA 国別事業実施計画双方において、重点課

題に位置づけられている。 

・ 本プロジェクトは妊産婦や乳幼児の健康の改善を上位目標とするものであり、日本政府及び

JICA が重点を置いているミレニアム開発目標（MDGs）達成への貢献に直接的に資する案件で

ある。 
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・ 母子健康手帳などを用いた母子の継続ケア（Continuum of Care）の促進による母子保健に対

する取組みは、洞爺湖 G8 サミット国際保健行動枠組みの中でも推進すべき取組みとして取り

上げられている。 

４）対象地域選定の妥当性： 

・ 本プロジェクトは、「パ」自治区全域を対象とする。平和構築・復興支援を推進する観点から

は、西岸、ガザ地区での地域格差をなくすためガザ地区を含めた「パ」自治区全域において

活動を展開することが望まれており、裨益対象として自治区全域を対象とすることは、妥当

な判断である。ただし、ガザに対する支援は常時十分に行える状態ではないことから、政治

状況に則し臨機応変、柔軟に支援の方法を選択するものとする。 

・ 一方、母子保健サービスの改善を目指した現任技術研修、マネジメント強化など第 2 フェー

ズにて新規に取組む事業に関しては、第 1 フェーズパイロット地区であったジェリコ、ラマ

ラの母子保健センターにて試行後、全域への共有を図る予定である。ジェリコ、ラマラのパ

イロット地区ではすでに母子健康手帳導入後 1 年以上が経過しており、母子保健サービスの

質的向上という新たな課題に向けた技術協力活動に従事し易いことから、これらの試行地域

の選定は妥当である。なお、地域啓発・機材供与に関する活動については、プロジェクト開

始当初より、ジェリコ、ラマラ以外の地域での展開を考慮する必要がある。 

５）手段としての妥当性（アプローチの適切性）： 

・ 本プロジェクトでは、母子保健 RH に関わる人材、グループ、組織の能力強化（キャパシティ・

ディベロップメント）と保健サービスの受益者側のエンパワメントを行うことにより、「母子

保健 RH サービスの持続的向上」を達成することを目標としている。これは、紛争や移動制限

などで死傷や疾病の恐怖に直面している妊産婦や子どもに対する行政側からの「保護」と、

住民が自ら健康を指向し自らの行動を改善していく「エンパワメント」、その双方の要素を取

り入れた結果であり、本プロジェクトは「人間の安全保障」の観点を十分考慮したデザイン

となっており、妥当なアプローチである。 

・ 「母子保健 RH サービスの持続的改善」のために必要なアプローチには、他に、中長期的開発

計画に基づく保健人材育成も考えられるが、現在パレスチナは準紛争下にあり中長期的な保

健人材育成の計画に取り組むための基盤が不足している。このため、本プロジェクトにて卒

前教育に対する支援は行わず、現任教育と管理運営能力の向上のための活動を中心とするこ

とは妥当である。 

・ 本プロジェクトは、母子健康手帳の導入、同手帳を活用した質の高い母子保健 RH サービスの

提供、地域保健活動など、戦後日本が母子保健向上のために行ってきた技術革新を踏襲する

ものであり、日本の支援として比較優位性の高いアプローチである。日本の母子保健向上の

経験を生かして、復興期にあるパレスチナの母子保健 RH向上のモデルとして活用することは、

妥当性が高い。 

     

（２） 有効性 

本プロジェクトは以下の理由から有効性が高いと予測できる。 

１）プロジェクト目標の適切性： 
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・ 上記「3.（1）現状及び問題点」に記載のとおり、「パ」自治区における女性と子どもの健康

の向上のためには、質の高い母子保健 RH サービスが持続的に提供されることが喫緊の課題で

あり、本プロジェクト目標は、上位目標を達成するために適切かつ明確な目標といえる。 

・ 「母子保健 RH サービスの持続的改善」については、「母子健康手帳が継続的に活用される」

ことに加え、「母子保健 RH サービスにおける問題解決能力が育成されること」「患者満足度が

あがること」「医療従事者の職務満足度があがること」により自立発展性がある程度担保され

るものであると規定した。 

２）指標の適切性、入手可能性： 

・ 指標は、プロジェクト活動の一部であるモニタリングシステムの強化により収集できる可能

性が高く、プロジェクト内の情報として入手可能である。 

・ 一部の指標（地域住民の啓発効果（KAP）、患者満足度、スタッフの職業満足度等）は、プロ

ジェクト開始後のベースライン調査に基づき、定点観測することにより計測される。 

・ 一部の指標（適切な母子保健サービスの実施、適切なモニタリングとスーパービジョン等）

は、現時点で「適切」を計測する基準が保健庁内に存在しないため、プロジェクト開始後に

プロジェクトにて評定尺度を設定し、活動介入後の効果を計測する。 

・ フェーズ１に比較し、対象地域は 2県から 17 県（西岸 12＋ガザ 5）に拡大し、対象母子保健

センターの全数は保健庁管轄だけでも 25 センターから 278 センター（西岸 242＋ガザ 36）に

拡大する。また、新規に強化する母子保健 RH サービスに係る指標など、分析の対象となる変

数も増加する。よって、活動ごとに、全数調査もしくは無作為抽出調査とするのかといった

整理・工夫を図ることにより、適切な指標を設定入手することは肝要である。 

３）成果とプロジェクト目標の関係性： 

・ プロジェクトは、母子健康手帳が継続的に活用される制度を確立する（成果２、４）ととも

に、母子保健サービス提供者の能力向上を通じて母子保健 RH サービスを向上させ（成果１）、

母子健康手帳の利用者である地域住民の意識向上によりサービス利用を高める（成果３）と

いうアウトプットの達成を通じてプロジェクト目標へ到達することを意図しており、目標達

成の道筋は明確である。 

 

（３） 効率性 

本プロジェクトは、以下の理由から効果的実施が見込める。 

・ 本プロジェクトは、活動対象地が準紛争地であるという特殊な事情から、長期専門家もカウ

ンターパート機関所在地に赴任出来ず、隣接するイスラエルから検問所を通り往復通勤する

など、実施体制が通常の技術協力プロジェクトと異なっており活動範囲が限られている。こ

のような状況の中で、第 1 フェーズでは本邦研修を最大限に活用し、また国際機関など多様

な関係者との連携を通じて成果を達成してきた。第 2 フェーズでも、引き続き専門家の活動

制限がある中で全国展開を図るため、以下のような方策により効率化を図るが、第 1 フェー

ズプロジェクトにて有効性が認められたノウハウが蓄積されていることから、第 2 フェーズ

プロジェクトが更に効率的に実施できることが期待される。 

１） 母子保健サービスの改善を目指した現任技術研修など第 2フェーズにて新規に取組む事業
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に関しては、第 1フェーズパイロット地区であり協力効果が発現しやすいジェリコ、ラマ

ラの母子保健センターにて試行後、全域への共有を図る。 

２） 全域の医療従事者を集めた中央研修、もしくは、地域別研修（西岸地区：北部、中部、南

部、ガザ地区）などにより補完する、または、 

３） 現地医療コンサルタントの任用により、日本人専門家の巡回できない地域での現任技術訓

練を実施する。 

４） 保健情報システムの活性化によるモニタリング・スーパービジョンの強化により現場の支

援を行う。 

５） 本邦研修を活用する。第 1フェーズでは本邦研修においても現地で活動した短期専門家が

講師を務めるなど、本邦研修によって成果の達成に貢献をした。第 2フェーズでも、引き

続き、県保健局、UNRWA、NGO などからの参加を得て本邦研修を実施することによって、保

健行政、保健サービス、地域保健活動、住民参加など全ての側面から包括的母子保健活動

について学ぶ機会とする。 

・ 第 1 フェーズプロジェクトに引き続き、効率性を確保するため、また、政治・治安状況が悪

化しても活動を続けられるよう、他機関との連携を強化し、相互補完的にパレスチナ全域で

の母子保健の向上を図ることとする。特に、ガザ地区に対する支援は JICA プロジェクト単独

では困難であり、JICA ガザ事務所ローカルスタッフ、国連機関、NGO との連携により、協力

体制を確立する。 

・ プロジェクトでは、パレスチナ保健ステークホルダーによる母子健康手帳に関する国家調整

メカニズムの確立を目指すが、新たな組織を形成することは避け、既存の調整委員会（国家

RH 調整会など）の強化を行うことにより効率性を高める。 

・ フェーズ２にて全国を対象として事業拡大するにあたり、保健セクタードナー会議(Health 

Sector Working Group)へ参加する大使館員との調整や母子保健分科会（Thematic Group for 

MCH）への参加などを通じ、同分野にて活動を推進する他ドナー案件との調整を図る。 

・ インドネシアにおける母子健康手帳の開発導入の経験は第 1フェーズでも効果的に活用され、

プロジェクトの効率性を高めた。専門家・調査団員・本邦研修講師にインドネシアでの経験

がある日本人専門家を登用すること、インドネシア開催の第三国研修へパレスチナ保健関係

者を参加させたことは、プロジェクトの効率性を高めた。第 2 フェーズでも、インドネシア

の知見と経験を生かしプロジェクトの効率性を高める。 

 

（４） インパクト 

本プロジェクトは、以下の理由からインパクトが高いと予測される。 

１）上位目標達成の見通し： 

・ プロジェクト目標である「母子保健 RH サービスの持続的改善」が達成されていくことにより、

上位目標である女性と子どもの健康の改善が図られると考えられる。すなわち、保健庁、県

保健局が主体的に母子保健 RH に関する課題を発見し、解決する能力が向上すること及び、住

民自身による主体的な保健活動を活性化させることが、女性と子どもの健康改善に資するも

のと期待される。ただしプロジェクトの成果が上位目標である女性と子どもの健康改善に結
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びつくためには、外部条件である紛争や移動制限などによって女性と子どもを取り巻く状況

がこれ以上悪化しないことが不可欠である。 

・ 本案件で「母子健康手帳に関する全国保健ステークホルダー調整メカニズム」を立ち上げる

ことにより、母子健康手帳のみならず広く母子保健 RH 分野全般において、パレスチナ保健ス

テークホルダーの連携調整を強化することに資することが期待される。 

２）住民のエンパワメントに対するインパクト： 

・ 「パ」自治区の住民は、長年の占領下で抑圧的な状況を強いられてきたため精神的にも困難

な状態にある人が多い。母子健康手帳の普及や母子保健 RH サービスの改善、地域啓発活動な

どのエンパワメントの活動は、女性や子どもの健康改善に資するに留まらず、住民の自信回

復、復興活動への参加などを導き、ひいては経済社会状況の改善にもつながる可能性を有し

ている。また、母子の健康を守る活動は、人々に命の大切さを再認識させることにも繋がる

活動であり、同地域の平和構築を進める上で望ましい影響を与えることも期待される。 

３）対パレスチナ支援全般に対するインパクト： 

・ 日本のパレスチナ支援全体の中で、本案件は、パレスチナ全域に対する日本人の顔の見える

協力として特記されている。ジェリコ、ヨルダン渓谷地域での「平和と繁栄の回廊計画」に

対するパレスチナ国民の期待感が高まる中、支援が迅速に目に見える形で結実しないという

不満が一部国民にもたれる中、本案件では、目に見える協力を全域で行っていることで、そ

の他の対パレスチナ支援のエントリーポイントとなっている。 

 

（５） 自立発展性 

「パ」自治政府の予算は現状では外部からの援助に大きく依存しており、安定した財政基盤を

確立するためにどの程度の時間が必要であるか現時点では予測不可能であるため、自立発展性を

予測することは困難である。しかしながら、プロジェクトは、以下のとおりパレスチナの困難な

現状にてできる範囲で自立発展性の確保を目指しており、その達成が期待される。 

１）組織・体制面： 

・ 保健庁による本プロジェクトに対するコミットメントは高い。保健大臣は、2007 年 11 月に母

子健康手帳をパレスチナ母子保健のスタンダードとして全域に配布する宣言をしており、今

後、同手帳の自主財源化を行うことに積極的に取り組むとしている。 

・ パレスチナにおいて、UNRWA、一部大手の NGO では、保健庁と並び保健サービスを提供してお

り、母子保健を包括的に強化するためには、保健庁、UNRWA、NGO による協力調整体制の強化

が必須である。したがって、第 2フェーズプロジェクトでは、第 1フェーズ以上に国連機関、

NGO との連携体制を強化することで組織・体制面での自立発展性を確保することとした。 

・ プロジェクトでは、保健庁の組織能力の強化を図ることにより、母子保健 RH サービスが持続

的に向上するための仕組みづくりの協力を行う。具体的には、保健庁による母子保健 RH サー

ビスの現場の問題を把握するモニタリング・スーパービジョンの強化を行い、保健庁と現場

の共同作業によって問題解決を行うことができる能力を強化する。 

２）技術面： 

・ キャパシティ・ディベロップメントのアプローチにより、個人、集団、組織の能力形成を図

ることで自立発展性の確保が期待される。 
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・ 研修効果の自立発展性のため、研修教材、研修スタッフなど、できる限りローカルリソース

を活用する予定である。地域啓発活動は、地域主導型の参加型で行うことにより、今後も地

域からのニーズに応じて地域が独自に啓発活動を継続できるよう設計している。 

３）財政面： 

・ 保健庁が安定した自己財源を得るにはまだしばらくの期間が必要と考えられるが、プロジェ

クト終了後の自立発展性を考えると、少しずつでも「パ」自治政府の財政負担を増加させて

いくことが望ましい。本プロジェクトでは、母子健康手帳の普及について国家母子健康手帳

調整メカニズムを立ち上げ、計画、実施、評価の中枢機能を担わせ、プロジェクト開始後 2

年以内を目途に、母子健康手帳の印刷費の自主財源化すること計画しており、財政面での自

立発展性の確保が期待される。 

・ なお、UNRWA では 2010 年度より、西岸、ガザの UNRWA 難民用の母子健康手帳、年間 4 万冊を

UNRWA 通常予算の中から手当てする予定であり、保健庁に先立ち自主財源化の計画を固めた。

・ 母子健康手帳以外の活動については、すべて保健庁の通常業務の中で実施されるべき活動で

あり、特段の財政支援を必要とする内容ではない。しかしながら、自立発展性を確保するた

めには、保健庁の財政的負担をできるだけかけずに、マネジメントやサービスの改善によっ

て、患者、医療従事者双方の満足度を上げられるよう、活動を設計することが肝要。 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

「パ」自治区では、紛争や移動制限が女性の行動を阻害し、母子保健に深刻な影響を与えてい

る。また、経済活動の停滞による貧困も母子の健康に大きな影響を与えており、さらに紛争やテ

ロの影響は子どもの心の成長にも影響があることが指摘されている。本プロジェクトは、紛争、

分離政策、貧困の最大の被害者である女性と子どもに焦点を当てて、人間の生存に不可欠な保健

サービスの向上と住民の意識向上によって女性と子どもの健康を保障しようとするものであり、

この点から「人間の安全保障」の観点を踏まえたプロジェクトといえる。地域啓発活動では、女

性のみならず男性も巻き込んで母子保健 RH に対する理解を得る取り組みを実施する予定である。

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

第 1 フェーズプロジェクトの経験、教訓を第 2 フェーズにて活用する。また、過去の類似案件

であるインドネシアにおける母子健康手帳の作成導入の経験は、第 1 フェーズプロジェクトに活

用され、その効率性を高めた。第 2 フェーズでも引き続き、インドネシアの類似案件での協力経

験を有する日本人専門家、調査団員、本邦研修講師の登用を始め、インドネシア開催の第三国研

修や、国際母子健康手帳シンポジウムなどへの参加を通じ、インドネシアや諸外国と母子健康手

帳導入の知見と経験を共有する計画である。 

また、隣国ヨルダンでの JICA RH プロジェクトの経験も重要な教訓であり、同プロジェクトと

は緊密な情報共有や技術交換により本プロジェクトの実施に活用する。ヨルダンとその他 4 カ国

の JICA RH プロジェクトと合同で 2008 年 6 月地域 RH 経験共有セミナーを実施した実績があり、

今後もこのような地域連携を強化し、情報共有を図り、事業の効率性を高める計画である。 

８．今後の評価計画 

（１）中間評価：プロジェクトの中間段階 2010 年 9 月頃 

（２）終了時評価：プロジェクト終了の半年前 2012 年 5 月頃 
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